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改革改善
の考え方

①問題
点

交付金の増額要望のほか、配分方法、配分割合については、現状に対する不満の声がある。

②改革
提案

交付金総額については現状維持とし、配分方法、配分割合については、当面現状どおりとする。

事業内容・目
標達成状況
の振り返り

20地区それぞれが、パワーアップ地域交付金を活用し、地域の特質や課題に応じた主体的・一体的活動を展開した。

総事業費①+② 100,215 100,000 100,215 100,000

60 60

臨時職員所要時間

一般財源 100,000 100,000 100,000 100,000

人件費計（千円）② 215 215

正規職員所要時間

起債

その他

県支出金

事業費計（千円）① 100,000 100,000 100,000 100,000

国庫支出金

事業コスト 25年度決算額 26年度予算額 26年度決算額 27年度予算額 特定財源内訳、補足

26
年
度
事
業
内
容

パワーアップ地域交付金
　（１） 各地区まちづくり委員会が行う地域共同共益的活動等に
　　　対する助成
　　　　共同共益的な事業に対し総額100,000千円を均等割30％、
　　　人口割70％として各地区に配分し一括交付
　（２） 地域協議会の意見聴取
　　　　交付申請及び実績報告

助成件数 20地区
事業内容 名称 活動指標

定性
目標

事
業
概
要

・住民のコミュニティ活動を支援するため、各地区まちづくり委員会が行う地域共同共益的活動等に対し助成する(パワーアップ地域交
付金 )。
・本交付金は、地域自治組織の導入に伴い制度化されたもので、各地区まちづくり委員会は、交付申請に当たっては地域協議会の意
見を聞くことになっている。

成果
指標

市民意識調査において、参加している社会活動として「ま
ちづくり委員会等」と回答した市民の率（％）

28 31.1 29 30

目
標

種別 指標名及び単位 26年度計画 26年度実績 27年度計画 28年度見込み 備考（指標変更など）

向上させたい上位施
策の成果指標

まちづくり委員会等に参加している市民の率（％）

各地区まちづくり委員会数 20

意図（どういう状態
にするか）

地域コミュニティの中核的実践団体であるまちづくり委員
会の活動の活性化

目
的

対象（誰・何を） 各地区まちづくり委員会

対
象
指
標

指標名及び単位 26年度数値

施策 72 自立に向けた住民組織力の向上
基本計画上
の位置づけ

政策 7 自立・連携した地域づくり

H27担当課等名 ムトスまちづくり推進課 H27係等名 自治振興担当 H26係等名 自治振興担当

平成26年度事務事業実績評価表 政策№

開始 19 終了
事務事業名 地域自治組織助成事業

会計 一般会計
14 4

事業種別 政策

7 施策№ 72 事業№


